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所在地

設立
資本金

：

：
：

【本社】
神奈川県横浜市港北区
新羽町1756
1964年7月
23億5,700万円

グローバル総合物流事業

従業員数：5,867名（連結）

お客様のために物流機能はどうあるべきか ――
その問いと向き合い品質を追求し続ける株式会社アルプス物流

●お求めは信用のある当社で

canon.jp/biz

2025年4月現在

キヤノン ホームページ

canon.jp/biz/case
キヤノン 導入事例

製品に関する情報はこちらでご確認いただけます。

〒108-8011　東京都港区港南2-16-6

●Canon、Canonロゴはキヤノン株式会社の登録商標です。●本紙に記載されている会社名、商品名は、一般に各社の登録商標または商標です。●記載の内容は2025年4月現在のものです。
●弊社の都合により予告なく変更させていただく場合がありますのでご了承ください。　

電子帳簿保存法への対応にまつわる、こんな悩みごとございませんか？

取引業務で発生する一連の関係書類を一元管理するクラウドサービス

取引関係書類を電子帳簿保存法に対応して長期保管

電子帳簿保存法に対応したサービスに業務・業種に合わせたアプリケーションを連携し、法対応のみにとどまらず、業務プロセス変革の実現を支援します。

そのお悩み、「DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービス」が解決します。

「DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービス」

電子帳簿保存法の対応と
帳票の一括管理が可能

業務システムと柔軟に連携し
URL連携による閲覧も可能

柔軟に対応する
ライセンス体系

簡易のワークフロー設定

紙から電子への
マイグレーションからその先のシステムまで

一貫した支援

電子帳簿保存法に
まつわる業務負荷軽減 業務効率化・コスト削減 紙と電子の一元管理 業務改革を実現

JIIMA認定取得済

安心の電子帳簿保存法対応

紙と電子の書類を
別々に保存する
必要がある・・・

複数の保管先・
保存形態が違うため
書類がすぐに
見つからない・・・

業務の
ペーパーレス化を
推進したい・・・

電子帳簿保存法の対応を
しなければならない・・・

日付や取引先情報を
二重入力している・・・

紙と電子の書類で受領・
承認プロセスが異なる・・・

データ連携

デバイス
連携

長期保存

ワークフロースキャン

アップロード

アップロード/
バッチ連携

URL連携

取引関係書類

電子データ

紙文書

XLS

基幹システム

・会計システム
・契約管理システム
・販売管理システム

・インデックス
・書類

New
Release 期限通知機能をリリース！

・契約番号
・契約終了日
 から30日前に通知

・許可番号
・有効期限
から10日前に通知

書類ファイルが格納されている
グループの所属ユーザーに
通知メールが配信されます。

契約書など期限付きの書類に対して終了日などの日付を設定
しておくことで、日付のタイミングでリマインドメールを配信
できる機能が実装されました。契約書や許認可申請書類など
の期限管理業務効率化にご利用いただけます。

ジャパン（以下、キヤノンMJ）の「DigitalWork 

Accelerator 電子取引管理サービス」を活用し、

確かな成果を挙げています。主軸となった同社の

情報システム部に、導入の背景や選定理由、運用

の効果などについて詳しく伺いました。

貨物の保管から運送、荷役・流通加工、包装、

フォワーディング、通関まで、国内外の幅広い顧客

にワンストップサービスを提供するグローバル

総合物流企業。特に強みを発揮しているのが

ものづくり分野の物流。半導体や精密機器関連

など、技術の進化とともに取り扱いが高度化して

いる電子部品を得意としています。メーカー視点

と専門性を備えた物流機能で時代のニーズに

応えながら、ますます勢いを増して躍進中です。

同社では、2024年の電子帳簿保存法改正を視野

に、法令対応を推進。そこで全社的な業務改善・

業務効率化を図るため、キヤノンマーケティング



DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスによる社内書類の電子化と一元管理で、業務効率化

やコスト削減を推進した同社。これからの時代を見据えてDXを進めている現状を踏まえ、最後に

今後の取り組みや展望について伺いました。

社内システムの連携を模索し、
　　　　　　　　　さらなる業務効率化を図っていく

04 今後の展開

今回、DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスを導入して一定の成果につながりました

けれども、当社としてはこれで業務課題への取り組みは終わりというようには決して考えていません。

電子帳簿保存法の対象書類だけでなく、それ以外の一般書類においても業務効率化が期待できる

ところまで見えてきているので、実現に向けて積極的に動きたいというのが一つ。さらに、他の

ソリューションと組み合わせて、新たな業務改革の可能性を追求していかなければならないと

考えています。

というのも、社内では請求書発行や経費精算をはじめ、さまざまなシステムやソフトウェアを活用して

業務を行っているのが現状です。DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスが既存システム

と連携できたように、こうしたITインフラを融合するなど、もっと全体的に俯瞰して考えれば次の時代

を見据えたやり方や業務環境が実現できるのではと捉えています。まずは情報システム部が舵を

取りながら先頭に立ってチャレンジする、それが当面の目標です。

POINT 1 POINT 2 POINT 3

選定の３つのポイント

操作がシンプルで
誰もが扱いやすい

機能性
業務パートナー
としての親身な対応

安心感
法的要件認証の
「JIIMA」認証取得

信頼性

「グローバル企業として物流品質を
　　　　　　　追求してきたように、業務DXを推進する」

情報システム部 課長

情報システム部 係長

国を挙げて各業界のDX化を推進する動きが加速する現代日本。法律の改正や新しい制度が具現化されるなど、

目まぐるしく変わる時代の流れの中で、同社では業務において具体的にどういった課題があったのでしょうか。

紙の書類による非効率な
　　　　　　　　業務体制が潜在的な課題に

当社には、営業や経理、販売や仕入れといった幅広い業務があります。そのため現場では、日常的に多種多様な

紙の書類を使って業務を行っています。そこには当時は見えていなかった潜在的な課題がありました。それは

紙の書類による運用のため、情報の検索効率が低く、共有が迅速に行えない点が問題でした。紙書類を社内

送付するにしても、特に拠点をまたいでやり取りする際は手続きや承認に時間がかかったり、保管場所から書類を

探す手間がかかったり、紙や郵送のコストがかさんだり、非効率な業務が発生している現状がわかってきました。

01 導入の背景

社内に山積する紙の業務書類を管理する新しい方法として、キヤノンMJのDigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスを選択した理由はどこにあった

のでしょうか。提案を受けた経緯や提案内容、導入の決め手となったポイントなどをお伺いしました。

02 選定理由

アナログな社内回覧による手続きや承認の遅れ

そうした潜在的な問題が、電子帳簿保存法の改正によって会社で取り組むべき課題として顕在化しました。

当社では業務効率化の実現と新しい法律にいち早く対応する体制を整えるため、経理部門や営業部門などの

代表者を募ってワーキンググループを発足しました。まずは電子帳簿保存法の対象となる書類における現状

の課題と、めざすべき解決策について意見交換を重ねました。先述のデメリットのほか、現場からは「紙なので

紛失することもある」「電帳法対応に伴う膨大な書類の電子化で業務負担が増えるのか不安」といった声も

上がっていました。こうしたタイミングで提案を受けたのが、キヤノンMJの「DigitalWork Accelerator 電子

取引管理サービス」だったのです。

電子帳簿保存法への対応と併せて業務改善を模索

もともとキヤノンMJさんとはお付き合いがあり、導入以前から紙の書類を電子化できる

「Report Shelter」というサービスをご紹介いただいていました。商談を重ねる中で、より我々

のニーズにあったDigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスをご提案いただいた

経緯がありました。ご説明を受け、DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスの業務

に合わせて選択できる多種多様な書類登録機能に惹かれたのはもちろん、トライアルで

操作画面のシンプルさや使い勝手の良さをダイレクトに実感できました。

社内のニーズを実現する優れた機能

DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスの提案を受けたのは、

電子帳簿保存法の改正とともにインボイス制度への対応も同時進行で取り

組まなければいけない時期でした。請求書のフォーマットに何らかの手を

入れないといけない課題があり、社内には逼迫した雰囲気が漂っていた

かもしれません。そうした中でキヤノンMJさんには細やかなヒアリングで

当社の課題を丁寧に抽出していただきました。毎回、分析に基づいた緻密な

プランをつくって来てくださり、業務パートナーとして心強く感じたことも

後押しとなりました。

業務パートナーとしての親身な対応
さらに、DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスが公益社団法人

日本文書情報マネジメント協会（JIIMA）認定を取得しており、電子帳簿

保存法に対応するための法的要件を満たしているシステムである点も重要

な選定ポイントでした。DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービス

がその基準をクリアしていることも大きな決め手です。

信頼の証である「JIIMA」認証取得

権限の付与で重要書類の閲覧を管理

（左2名）キヤノンマーケティングジャパンの営業およびプリセールス担当者

多様な書類の電子化と一元管理により、革新的な業務効率化に成功
03 導入後の成果

既存のシステムとの連携をはじめとした優れた機能と業務パートナーとしての信頼性

業務の効率化とともに社内で高く評価されているのが、書類の閲覧に制限をかけられる機能です。機密性の高い

書類も多くありますので、それを誰もが見られる環境であってはなりません。DigitalWork Accelerator 電子取引

管理サービスには、特定の社員にのみ権限を付与して重要書類の閲覧を許可する機能があるので、当社の業務の

多くの課題を解決できました。

権限の付与で、重要書類の閲覧を制限

社内では、見積書や発注書をはじめ、注文書や受領書、納品書、各部門でさまざまな

書類を使って業務を行っています。DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービス

導入後は、これらの書類の多くを電子化し、クラウド上で一元管理できるようになり

ました。特に利便性が高いのが、多種多様な書類を簡単に検索・閲覧できるように

なったこと。以前のように書類の山の中から探す手間と労力がなくなり、書類を探す

手間が削減されました。さらに既存の基幹業務システムと連携でき、これまでとほぼ

同様のやり方で仕事を進めながら電子帳簿保存法に対応できた点もメリットでした。

また、インターネットを経由して普段から使っている個別のパソコン上で必要な

書類を、場所を選ばずにいつでも作業できるようになったのも業務改善の大きな成果

です。テレワークの際の業務の質が上がり、効率良く取り組めているという社員の声が

聞こえるになりました。業務負担の軽減による残業時間の縮小はもちろん、ペーパー

レス化によるコスト削減も進められました。

社内連携が格段にスムーズになり、コスト削減も実現
入力と検索の効率化で業務軽減の実現

登 録 検 索

多種多様な書類を
一元管理でき、
検索・閲覧可能

操作がシンプルかつ
簡単に登録可能

該当の書類をすぐに取り出せるので
拠点間のやり取りがスムーズ

ペーパーレス化による
コスト削減

導入で得られた効果

場所を選ばずに
テレワーク可能

検索の効率化で
業務負荷軽減

業務負荷
軽減 コスト削減テレワーク

対応


